
東京学芸大学公的研究費管理規則の一部改正について 

 

改正理由：「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」の改正に基づき研究費の適正な執行体制の整備を図るために所要の改正を行う

ものである。 

改      正 現      行 

 

   〔省略〕 

 

 （定義） 

第２条 この規程において使用する用語の定義は，次に定めるところによ

る。 

 (1) 「公的研究費」とは，運営費交付金，補助金，委託費，寄附金等本学

で扱うすべての経費をいう。 

 (2) 「部局等」とは，事務局，各学系，教職大学院，大学院連合学校教育

学研究科，附属図書館，環境教育研究センター，教育実践研究支援セ

ンター，留学生センター，国際教育センター，教員養成カリキュラム

開発研究センター，保健管理センター，情報処理センター，理科教員

高度支援センター，学生支援センター，教員養成開発連携センター，

放射性同位元素総合実験施設，有害廃棄物処理施設，各附属学校及び

附属学校運営部をいう。 

 (3) 「部局等の長」とは，前号の部局等の長をいう。 

(4) 「研究者等」とは，本学の教職員その他の本学の公的研究費の運営及

び管理に関わる全ての者をいう。 

(5) 「不正使用」とは，架空請求に係る業者への預け金，実体を伴わない

旅費，給与又は謝金の請求等，虚偽の書類によって法令及び本学の規

則等に違反した公的研究費の使用をいう。 

 （管理体制） 

第３条 本学の公的研究費を適正に運営及び管理するために最高管理責任

者，統括管理責任者及び統括管理副責任者を置き，国立大学法人東京学

芸大学コンプライアンス規程（平成 24 年規程第９号）第６条第４項に規

定するコンプライアンス推進責任者とともに，管理体制を組織する。 

（最高管理責任者の責務） 

第４条 最高管理責任者は，本学全体の公的研究費の運営及び管理を統括

し，公的研究費に関する全てについて最終責任を負うものとし，学長を

もって充てる。 

２ 最高管理責任者は，公的研究費の不正使用に関する情報を収集し，不正

 

   〔省略〕 

 

 （定義） 

第２条 この規程において使用する用語の定義は，次に定めるところによ

る。 

 (1) 「公的研究費」とは，本学以外の公的機関から受入れ，管理する研

究資金をいう。 

 (2) 「部局」とは，事務局，各学系，大学院連合学校教育学研究科，附

属図書館，環境教育研究センター，教育実践研究支援センター，留学

生センター，国際教育センター，教員養成カリキュラム開発研究セン

ター，保健管理センター，情報処理センター，理科教員高度支援セン

ター，学生支援センター，教員養成開発連携センター及び各附属学校

をいう。 

 

 (3) 「部局長」とは，前号の部局の長をいう。 

 

 

 

 

 

 （管理組織） 

第３条 本学の公的研究費を適正に運営及び管理するために最高管理責任

者，統括管理責任者及び部局責任者を置く。 

 

 

（最高管理責任者の責務） 

第４条 最高管理責任者は，本学全体の公的研究費の運営及び管理を統括

し，公的研究費に関する全てについて最終責任を負うものとし，学長を

もって充てる。 

２ 最高管理責任者は，公的研究費の不正使用に関する情報を収集し，不



使用を防止するための計画（以下「防止計画」という。）を策定する。 

３ 最高管理責任者は，公的研究費の使用状況について不適当と認める場合

は統括管理責任者に対して改善を命ずるとともに，監事に報告しなけれ

ばならない。 

４ 最高管理責任者は，統括管理責任者，統括管理副責任者及びコンプライ

アンス推進責任者が責任を持って公的研究費の運営及び管理が行えるよ

う，適切にリーダーシップを発揮しなければならない。 

 （統括管理責任者及び統括管理副責任者の責務） 

第５条 統括管理責任者は，最高管理責任者を補佐し，公的研究費の公平，

公正な運営及び管理を行うとともに，全体を統括する実質的な責任と権

限を持つものとし，財務を所掌する理事をもって充てる。 

２ 統括管理責任者は，防止計画を実行するとともに，防止計画が学内にお

いて忠実に実施されているかを確認しなければならない。 

３ 統括管理責任者は，公的研究費の使用状況について国立大学法人東京学

芸大学会計規程（平成 16年規程第 43 号）第５条第１項に規定する出納

命令役に報告を求め，その使用状況について常に把握しなければならな

い。 

４ 統括管理副責任者は，統括管理責任者を補佐し，研究を所掌する副学長

をもって充てる。 

５ 統括管理副責任者は，公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成員に

対し，コンプライアンス教育を実施し，受講状況を管理監督しなければ

ならない。 

 （コンプライアンス推進責任者の責務） 

第６条 コンプライアンス推進責任者は，統括管理責任者及び統括管理副責

任者を補佐し，所属する研究者等の公的研究費の運営及び管理を行うと

ともに，部局等を統括する実質的な責任と権限を持つものとし，部局等

の長をもって充てる。 

２ コンプライアンス推進責任者は，最高管理責任者が策定した防止計画を

実施するとともに，部局等に所属する研究者等の公的研究費の執行状況

について常に把握しなければならない。 

３ コンプライアンス推進責任者は，不正防止を図るため，統括管理副責任

者の指示の下，部局等に所属する研究者等のコンプライアンス教育を実

施し，受講状況を管理監督しなければならない。 

４ コンプライアンス推進責任者は，研究者等が適切に公的研究費の管理，

執行等を行っているか等をモニタリングし，必要に応じて改善を指導し

正使用を防止するための計画（以下「防止計画」という。）を策定する。 

３ 最高管理責任者は，公的研究費の使用状況について不適当と認める場

合は統括管理責任者に対して改善を命ずるとともに，監事に報告するも

のとする。 

４ 最高管理責任者は，統括管理責任者及び部局責任者が責任を持って公

的研究費の運営及び管理が行えるよう，適切にリーダーシップを発揮し

なければならない。 

 （統括管理責任者の責務） 

第５条 統括管理責任者は，最高管理責任者を補佐し，公的研究費の公平，

公正な運営及び管理を行うとともに，全体を統括する実質的な責任と権

限を持つものとし，財務を所掌する理事をもって充てる。 

２ 統括管理責任者は，防止計画を実行するとともに，防止計画が学内に

おいて忠実に実施されているかを確認する。 

３ 統括管理責任者は，公的研究費の使用状況について国立大学法人東京

学芸大学会計規程（平成 16年規程第 43号）第５条第１項に規定する出

納命令役に報告を求め，その使用状況について常に把握していなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 （部局責任者の責務） 

第６条 部局責任者は，統括管理責任者を補佐し，所属する研究者等の公

的研究費の運営及び管理を行うものとともに，部局を統括する実質的な

責任と権限を持つものとし，部局長をもって充てる。 

 

２ 部局責任者は，最高管理責任者が策定した防止計画を実施するととも

に，部局に所属する研究者等の公的研究費の執行状況について常に把握

していなければならない。 

 

 

 

 

 



なければならない。 

 （職名・責務の公開） 

第７条 前４条の責任者を置いたとき，又はこれを変更したときは，その職

名・責務を公開するものとする。 

 （検収確認業務担当者） 

第８条 本学における物品等の発注に基づく適正な検収を行うため，検収確

認業務担当者を置く。 

２ 前項の検収確認業務担当者は，国立大学法人東京学芸大学予算決算及び

出納事務取扱規則（平成 16年規則第 29号）第３条第３項に規定する検

査を行う職員をもって充てる。 

 （防止計画の策定及び実施等） 

第９条 最高管理責任者は，不正使用を発生させる要因を把握し，公的研究

費を適正に運営及び管理するために，毎事業年度に防止計画を策定し，

実行しなければならない。 

２ 最高管理責任者は，防止計画を策定したときは，統括管理責任者に防止

計画の実行を指示しなければならない。 

３ 前項の指示を受けた統括管理責任者は，コンプライアンス推進責任者に

対して防止計画を実施させなければならない。 

４ コンプライアンス推進責任者は，防止計画の実施が完了したときは，統

括管理責任者に報告しなければならない。 

５ コンプライアンス推進責任者は，不正使用を発生させる要因を把握又は

発見した場合は，統括管理責任者に報告しなければならない。 

６ 前項の報告を受けた統括管理責任者は，最高管理責任者に報告するとと

もに，コンプライアンス推進責任者に対し改善を指示しなければならな

い。 

７ 最高管理責任者は，防止計画の策定や実施を基に，違法行為や不正使用

が行われないように組織内部をまとめ，適正に運営及び管理を行なわな

ければならない。 

 （公的資金管理室） 

第１０条 本学の公的研究費を適正に運営及び管理する組織として，最高管

理責任者の下に公的資金管理室を設置する。 

２ 公的資金管理室は，次の各号に掲げる者で組織する。 

 (1) 統括管理責任者 

 (2) 統括管理副責任者 

 (3) 事務局長 

 

 

 

 

 （検収確認業務担当者） 

第７条 本学における物品等の発注に基づく適正な検収を行うため，検収

確認業務担当者を置く。 

２ 前項の検収確認業務担当者は，国立大学法人東京学芸大学予算決算及

び出納事務取扱規則（平成 16年規則第 29号）第３条第３項に規定する

検査を行う職員をもって充てる。 

 （防止計画の策定及び実施等） 

第８条 最高管理責任者は，不正使用を発生させる要因を把握し，公的研

究費を適正に運営及び管理するために，毎事業年度に防止計画を策定し，

実行しなければならない。 

２ 最高管理責任者は，防止計画を策定したときは，統括管理責任者に防

止計画の実行を指示するものとする。 

３ 前項の指示を受けた統括管理責任者は，部局責任者に対して防止計画

を実施させるものとする。 

４ 部局責任者は，防止計画の実施が完了したときは，統括管理責任者に

報告するものとする。 

５ 部局責任者は，不正使用を発生させる要因を把握または発見した場合

は，統括管理責任者に報告するものとする。 

６ 前項の報告を受けた統括管理責任者は，最高管理責任者に報告すると

ともに，部局責任者に対し改善を指示するものとする。 

７ 最高管理責任者は，防止計画の策定や実施を基に，違法行為や不正使

用が行われないように組織内部をまとめ，適正に運営及び管理を行うも

のとする。 

 

 （公的資金管理室） 

第９条 本学の公的研究費を適正に運営及び管理する組織として，最高管

理責任者の下に公的資金管理室を設置する。 

２ 公的資金管理室は，次の各号に掲げる者で組織する。 

 (1) 統括管理責任者 

 (2) 事務局長 

 (3) 総務部長 



 (4) 教育研究支援部長 

 (5) 総務部長 

 (6) 財務施設部長 

 (7) その他学長が指名する職員 

３ 公的資金管理室に室長を置き，前項第１号に定める者をもって充てる。 

４ 公的資金管理室は，次の各号に掲げる業務を行う。 

 (1) 防止計画の策定及び実施に関すること。 

 (2) 公的研究費の運営及び管理に係る実態の把握・検証に関すること。 

 (3) 関係部局等と協力し不正使用の発生要因に対する改善策を講ずるこ

と。 

 (4) その他，不正使用防止の推進に必要な事項に関すること。 

５ 最高管理責任者が必要と認めた場合又は公的資金管理室長の要請があ

った場合は、公的資金管理室の構成員に学外の有識者を加えることがで

きる。 

６ 公的資金管理室の事務は，関係部課等の協力を得て教育研究支援部研究

支援課が処理する。 

 （相談窓口の設置） 

第１１条 本学における公的研究費に係わる事務処理手続き及び使用ルー

ル等に関する学内外からの相談に関し，明確かつ統一的な運用を図るた

め相談を受け付けるための窓口（以下「相談窓口」という。）を置く。 

２ 相談窓口は，次の各号に掲げる部署をもって組織する。 

 (1) 研究の経理執行に関する事項については，経理課及び学術情報課とす

る。 

 (2) 大学に所属する研究者の研究事務手続については，学系支援課とす

る。 

 (3) 附属学校に所属する研究者の研究事務手続については，附属学校課と

する。 

３ 相談窓口は，本学における公的研究費に係わる事務処理手続きに関する

学内外からの問い合わせに誠意を持って対応し，本学における効率的な

研究遂行のための適切な指導及び助言並びに支援に資するよう努めるも

のとする。 

 （コンプライアンス教育の実施） 

第１２条 不正使用を防止するため，コンプライアンス教育等に係る研修会

の開催その他の適当な方法により，研究者等の規範意識の向上を図るも

のとする。 

 (4) 財務施設部長 

 (5) 教育研究支援部長 

 

 (6) その他学長が指名する職員 

３ 公的資金管理室に室長を置き，前項第１号に定める者をもって充てる。 

４ 公的資金管理室は，次の各号に掲げる業務を行う。 

 (1) 防止計画の策定及び実施に関すること。 

 (2) 公的研究費の運営及び管理に係る実態の把握・検証に関すること。 

 (3) 関係部局と協力し不正使用の発生要因に対する改善策を講ずるこ

と。 

 (4) その他，不正使用防止の推進に必要な事項に関すること。 

５ 最高管理責任者が必要と認めた場合又は公的資金管理室長の要請があ

った場合は、公的資金管理室の構成員に学外の有識者を加えることがで

きる。 

６ 公的資金管理室の事務は，関係部課等の協力を得て教育研究支援部研

究支援課が処理する。 

 （相談窓口の設置） 

第１０条 本学における公的研究費に係わる事務処理手続きに関し，明確

かつ統一的な運用を図るため相談窓口を置く。 

 

２ 相談窓口は，次の各号に掲げる部署をもって組織する。 

 (1) 研究の経理執行に関する事項については，経理課及び学術情報課と

する。 

 (2) 大学に所属する研究者の研究事務手続については，研究支援課とす

る。 

 (3) 附属学校に所属する研究者の研究事務手続については，附属学校課

とする。 

３ 相談窓口は，本学における公的研究費に係わる事務処理手続きに関す

る学内外からの問い合わせに誠意を持って対応し，本学における効率的

な研究遂行のための適切な指導及び助言並びに支援に資するよう努める

ものとする。 

 

 

 

 



 

２ 研究者等は，公的研究費の執行に当たり，助成条件や学内ルールを十分

認識するとともに，不正行為を行わないことを誓約する文書（誓約書）

を提出するものとする。 

 （調査委員会） 

第１３条 不正使用があった場合又は不正使用の疑いがある事案が生じた

場合には，国立大学法人東京学芸大学における研究活動の不正への対応

に関する規程（平成 19年規程第 31号。以下「規程」という。）に基づ

き設置する不正使用に係る調査委員会において必要な調査を行うものと

する。 

２ 前項の定めによる調査の結果，不正使用があったと認められた者につい

ては，規程及び国立大学法人東京学芸大学職員就業規則（平成 16年規則

第５号）に則り懲戒処分，氏名の公表等を行うものとする。 

 （執行状況の確認等） 

第１４条 コンプライアンス推進責任者は，財務会計システム等により随時

公的研究費の執行状況を確認し，著しく執行が遅れていると認める場合

は，研究者等に対し，当該理由を確認の上，必要に応じて改善を指導し

なければならない。 

２ 執行の遅れが研究計画の遂行上問題があると判断された場合は，コンプ

ライアンス推進責任者は，繰越制度の活用，資金交付元への返還等を含

めた改善策を研究者等に遅滞なく示すものとする。 

 （発注段階での財源の特定） 

第１５条 研究者等は，公的研究費の執行状況を的確に把握するため，発注

指示段階において支出財源を特定するものとする。 

 （規則の改廃） 

第１６条 この規則の改廃は，事務局長を経て学長が定める。 

 （雑則） 

第１７条 この規則に定めるもののほか，本学が管理する公的研究費の取扱

に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は，平成 27年１月 29 日から施行し，平成 26年４月１日から適

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （規則の改廃） 

第１１条 この規則の改廃は，事務局長を経て学長が定める。 

 （雑則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか，本学が管理する公的研究費の取

扱に関し必要な事項は，別に定める。 

 

 


